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令和４年度の組織改正に伴う関係規則の整理に関する規則をここに公布する。 

令和４年３月29日 

新潟県知事  花 角  英 世 

新潟県規則第32号 

令和４年度の組織改正に伴う関係規則の整理に関する規則 

（新潟県固定資産評価審議会規則の一部改正） 

第１条 新潟県固定資産評価審議会規則（昭和37年新潟県規則第72号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（庶務） 

第９条 審議会の庶務は、総務部市町村課において

行う。 

（庶務） 

第９条 審議会の庶務は、総務管理部市町村課にお

いて行う。 

（新潟県物品会計規則の一部改正） 

第２条 新潟県物品会計規則（昭和39年新潟県規則第13号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という｡)が存在する場合には当該改正部

分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削り、改正

後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を削り、次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加

える。 

改 正 後 改 正 前 

（用語の意義） 

第２条 この規則で次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1)～(5) （略） 

(6) 物品管理職員 次条の規定により知事の権限

を専決することができる者又は委任された者（次

条第１項の規定により委任された権限を同条第

２項の規定により専決させる場合にあつては、

当該委任された権限を専決することができる者）

をいう。 

(7) （略） 

 

（物品出納員の設置及び任命） 

第８条 （略） 

２ 次の各号に掲げる物品出納員は、それぞれの区

分に従い、当該各号の者をもつて充てる。 

(1) （略） 

(2) 事務所物品出納員 会計事務を担当する係長

又は課長が置かれている場合にあつては当該係

長又は課長（係長及び課長が置かれている場合

にあつては、係長）の職にある者（係長が置か

れていない県立学校にあつては、事務長の職に

ある者)､課長及び係長が置かれていない場合に

あつては会計事務を担当する主査（主査の職が

設けられていない場合にあつては主任、主査及

び主任の職が設けられていない場合にあつては

副参事又は地域振興専門員）の職にある者又は

会計管理者が指定する職員 

３～６ （略） 

（用語の意義） 

第２条 この規則で次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1)～(5) （略） 

(6) 物品管理職員 次条の規定により知事の権限

を専決することができる者又は委任された者（地

域振興局にあつては、次条第２項の規定により

地域振興局長の権限を専決することができる者）

をいう。 

 

(7) （略） 

 

（物品出納員の設置及び任命） 

第８条 （略） 

２ 次の各号に掲げる物品出納員は、それぞれの区

分に従い、当該各号の者をもつて充てる。 

(1) （略） 

(2) 事務所物品出納員 会計事務を担当する係長

又は課長が置かれている場合にあつては当該係

長又は課長（係長及び課長が置かれている場合

にあつては、係長）の職にある者（係長が置か

れていない県立学校にあつては、事務長の職に

ある者)､課長及び係長が置かれていない場合に

あつては会計事務を担当する主査（主査の職が

設けられていない場合にあつては主任、主査及

び主任の職が設けられていない場合にあつては

副参事）の職にある者又は会計管理者が指定す

る職員 

３～６ （略） 
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（物品取扱員の設置及び任命） 

第15条の２ （略） 

２ 物品取扱員は、次の区分に従い、それぞれ当該

各号に掲げる者をもつて充てる。 

(1) （略） 

(2) 事務所 物品管理事務を担当する係長又は課

長が置かれている場合にあつては当該係長又は

課長（係長及び課長が置かれている場合にあつ

ては、係長）の職にある者（係長が置かれてい

ない県立学校にあつては、事務長の職にある者)､

課長及び係長が置かれていない場合にあつては

物品管理事務を担当する主査（主査の職が設け

られていない場合にあつては主任、主査及び主

任の職が設けられていない場合にあつては副参

事又は地域振興専門員）の職にある者又は物品

管理職員が指定する者 

３ （略） 

 

（亡失又は損傷の報告） 

第34条 （略） 

２ 物品管理職員は、前項の報告等により、その管

理する物品が亡失し、又は損傷したと認めるとき

は、速やかに物品損傷等報告書を作成し、所管の

部局長を経て総務部長に提出しなければならない。

ただし、自然損傷であることが明らかであるとき

は、物品損傷等報告書の提出は、必要ないものと

する。この場合、物品管理職員は、その状況を明

らかにしておかなければならない。 

３ （略） 

４ 総務部長は、第２項の物品損傷等報告書を受理

したときは、第１項の職員が、故意又は重大な過

失により損害を与えたかどうか認定しなければな

らない。 

５ 総務部長は、前項の規定により第１項の職員が

損害を与えたと認めるときは、知事の決裁を得て

必要な手続を行うとともに、このことを当該職員

が所属する物品管理職員に通知しなければならな

い。 

 

別表（第３条関係） 

事務所 専決させる物品 専決させる者 

村上及

び糸魚

川の各

地域振

興局 

 

 

（略） 

新発田

地域振

興局 

（略） 

健康福祉環境部に

係るもの 

（略） 

 

（物品取扱員の設置及び任命） 

第15条の２ （略） 

２ 物品取扱員は、次の区分に従い、それぞれ当該

各号に掲げる者をもつて充てる。 

(1) （略） 

(2) 事務所 物品管理事務を担当する係長又は課

長が置かれている場合にあつては当該係長又は

課長（係長及び課長が置かれている場合にあつ

ては、係長）の職にある者（係長が置かれてい

ない県立学校にあつては、事務長の職にある者)､

課長及び係長が置かれていない場合にあつては

物品管理事務を担当する主査（主査の職が設け

られていない場合にあつては主任、主査及び主

任の職が設けられていない場合にあつては副参

事）の職にある者又は物品管理職員が指定する

者 

３ （略） 

 

（亡失又は損傷の報告） 

第34条 （略） 

２ 物品管理職員は、前項の報告等により、その管

理する物品が亡失し、又は損傷したと認めるとき

は、速やかに物品損傷等報告書を作成し、所管の

部局長を経て総務管理部長に提出しなければなら

ない。ただし、自然損傷であることが明らかであ

るときは、物品損傷等報告書の提出は、必要ない

ものとする。この場合、物品管理職員は、その状

況を明らかにしておかなければならない。 

３ （略） 

４ 総務管理部長は、第２項の物品損傷等報告書を

受理したときは、第１項の職員が、故意又は重大

な過失により損害を与えたかどうか認定しなけれ

ばならない。 

５ 総務管理部長は、前項の規定により第１項の職

員が損害を与えたと認めるときは、知事の決裁を

得て必要な手続を行うとともに、このことを当該

職員が所属する物品管理職員に通知しなければな

らない。 

 

別表（第３条関係） 

事務所 専決させる物品 専決させる者 

村上及

び糸魚

川の各

地域振

興局 

企画振興部に係る

もの 

企画振興部長 

（略） 

新発田

地域振

興局 

（略） 

健康福祉環境部に

係るもの 

（略） 
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児童・障害者相談

センターに係るも

の 

児童・障害者相談

センター所長 

（略） 

（略） 

三条地

域振興

局 

 

 

 

（略） 

長岡地

域振興

局 

（略） 

健康福祉環境部に

係るもの 

（略） 

児童・障害者相談

センターに係るも

の 

児童・障害者相談

センター所長 

（略） 

魚沼地

域振興

局 

 

 

（略） 

南魚沼

地域振

興局 

（略） 

健康福祉環境部に

係るもの 

（略） 

児童・障害者相談

センターに係るも

の 

児童・障害者相談

センター所長 

（略） 

十日町

及び柏

崎の各

地域振

興局 

 

 

（略） 

上越地

域振興

局 

（略） 

健康福祉環境部に

係るもの 

（略） 

児童・障害者相談

センターに係るも

の 

児童・障害者相談

センター所長 

（略） 

佐渡地

域振興

局 

 

 

 

（略） 

農林水産振興部庶

務課、企画振興課

及び普及課に係る

もの 

（略） 

（略） 

 地域整備部総務 （略） 

 

 

 

（略） 

（略） 

三条地

域振興

局 

企画振興部に係る

もの 

企画振興部長 

県税部に係るもの 県税部長 

（略） 

長岡地

域振興

局 

（略） 

健康福祉環境部に

係るもの 

 

 

 

（略） 

（略） 

魚沼地

域振興

局 

企画振興部に係る

もの 

企画振興部長 

（略） 

南魚沼

地域振

興局 

（略） 

健康福祉環境部に

係るもの 

 

 

 

（略） 

（略） 

十日町

及び柏

崎の各

地域振

興局 

企画振興部に係る

もの 

企画振興部長 

（略） 

上越地

域振興

局 

（略） 

健康福祉環境部に

係るもの 

 

 

 

（略） 

（略） 

佐渡地

域振興

局 

企画振興部に係る

もの 

企画振興部長 

県税部に係るもの 県税部長 

（略） 

農林水産振興部庶

務課、農業企画課、

生産振興課及び普

及課に係るもの 

（略） 

（略） 

 地域整備部庶務 （略） 
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課、業務課、用地

課、維持管理課、

道路課、治水課、

砂防課、建築課及

び県民サービスセ

ンターに係るもの 

 地域整備部港湾空

港業務課、空港用

地課、港湾課及び

漁港課に係るもの 

地域整備部港湾空

港業務課、空港用

地課、港湾課及び

漁港課の事務を担

当する副部長 

課、用地課、計画

調整課、維持管理

課、道路課、治水

課、砂防課及び建

築課に係るもの 

 

 地域整備部業務

課、空港用地課、

港湾課及び漁港課

に係るもの 

地域整備部業務

課、空港用地課、

港湾課及び漁港課

の事務を担当する

副部長 

  

（新潟県職員職務発明規則の一部改正） 

第３条 新潟県職員職務発明規則（昭和40年新潟県規則第28号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（審査会の組織） 

第18条 （略） 

２ 会長は、総務部長をもつて充て、会務を処理し、

会議を招集し、審査会を代表する。 

３・４ （略） 

 

（審査会の庶務） 

第19条 審査会の庶務は、総務部管財課で処理する。 

（審査会の組織） 

第18条 （略） 

２ 会長は、総務管理部長をもつて充て、会務を処

理し、会議を招集し、審査会を代表する。 

３・４ （略） 

 

（審査会の庶務） 

第19条 審査会の庶務は、総務管理部管財課で処理

する。 

（新潟県災害対策本部規則の一部改正） 

第４条 新潟県災害対策本部規則（昭和41年新潟県規則第12号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という｡)に対応する同表の

改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部

分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

（部） 

第６条 （略） 

２ （略） 

３ 条例第３条第３項に規定する部長（以下この項

及び第12条第１項において「部長」という｡)に事

故があるときは各部の副部長（統括調整部にあつ

ては、部長があらかじめ指名する副部長）が、そ

の職務を代理する。 

 

（地方本部） 

第９条 （略） 

２ （略） 

３ 地方本部長は各地域振興局長をもつて充て、地

方副本部長は各地域振興局の部長のうちから地方

本部長があらかじめ指名する者をもつて充てる。 

４～６ （略） 

（部） 

第６条 （略） 

２ （略） 

３ 条例第３条第３項に規定する部長（以下「部長」

という｡)に事故があるときは各部の副部長（統括

調整部にあつては、部長があらかじめ指名する副

部長）が、その職務を代理する。 

 

 

（地方本部） 

第９条 （略） 

２ （略） 

３ 地方本部長は各地域振興局長をもつて充て、地

方副本部長は各地域振興局企画振興部長をもつて

充てる。 

４～６ （略） 

（地方公営企業法第39条第２項の規定に基づき職を定める規則の一部改正） 

第５条 地方公営企業法第39条第２項の規定に基づき職を定める規則（昭和41年新潟県規則第83号）の一部を次
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のように改正する。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第39条第

２項に規定する知事が定める職は、次のとおりとす

る。 

(1) （略） 

(2) 新潟県病院局組織規程（昭和36年新潟県病院

局管理規程第３号）により病院局に置かれる職

のうち、次に掲げるもの（イに掲げる職にあつ

ては、局本庁の副参事相当以上の職に限る｡) 

ア （略） 

イ 病院の院長、副院長、専任セーフティマネ

ージャー、事務長、事務長補佐、庶務課長、

経営課長、医事企画員、栄養課長、栄養課課

長代理、診療部長、臨床部長、研究部長、情

報調査部長、緩和ケアセンター長、がんゲノ

ム医療センター長、科部長、中央放射線部長、

中央内視鏡部長、中央手術部長、臨床検査部

長、病理部長、がん予防総合センター長、診

療放射線技師長、診療放射線副技師長、臨床

検査技師長、臨床検査副技師長、リハビリテ

ーション技師長、リハビリテーション副技師

長、臨床工学技士長、薬剤部長、薬剤副部長、

看護部長、看護副部長、看護師長、社会復帰

部長、社会復帰副部長、救命救急センター長、

救命救急センター副センター長、患者サポー

トセンター長、患者サポートセンター副セン

ター長、循環器病センター長、内視鏡センタ

ー長、消化器内視鏡センター長、教育研修セ

ンター長、教育研修センター副センター長、

参与、参事及び副参事 

地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第39条第

２項に規定する知事が定める職は、次のとおりとす

る。 

(1) （略） 

(2) 新潟県病院局組織規程（昭和36年新潟県病院

局管理規程第３号）により病院局に置かれる職

のうち、次に掲げるもの（イに掲げる職にあつ

ては、局本庁の副参事相当以上の職に限る｡) 

ア （略） 

イ 病院の院長、副院長、専任セーフティマネ

ージャー、事務長、事務長補佐、庶務課長、

経営課長、医事企画員、栄養課長、栄養課課

長代理、診療部長、臨床部長、研究部長、情

報調査部長、緩和ケアセンター長、がんゲノ

ム医療センター長、科部長、中央放射線部長、

中央内視鏡部長、中央手術部長、臨床検査部

長、病理部長、がん予防総合センター長、診

療放射線技師長、診療放射線副技師長、臨床

検査技師長、臨床検査副技師長、リハビリテ

ーション技師長、リハビリテーション副技師

長、薬剤部長、薬剤副部長、看護部長、看護

副部長、看護師長、社会復帰部長、社会復帰

副部長、救命救急センター長、救命救急セン

ター副センター長、患者サポートセンター長、

患者サポートセンター副センター長、循環器

病センター長、内視鏡センター長、消化器内

視鏡センター長、教育研修センター長、教育

研修センター副センター長、参与、参事及び

副参事 

（新潟県消費生活審議会規則の一部改正） 

第６条 新潟県消費生活審議会規則（昭和44年新潟県規則第26号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（庶務） 

第11条 審議会の庶務は、総務部県民生活課におい

て処理する。 

（庶務） 

第11条 審議会の庶務は、県民生活・環境部県民生

活課において処理する。 

（新潟県基金事務取扱規則の一部改正） 

第７条 新潟県基金事務取扱規則（昭和44年新潟県規則第39号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（基金の状況報告） 

第５条 部局長は、毎年３月31日現在において所属

する基金に属する現金及び財産の状況を明らかに

し、会計管理者及び総務部長に報告しなければな

らない。 

（基金の状況報告） 

第５条 部局長は、毎年３月31日現在において所属

する基金に属する現金及び財産の状況を明らかに

し、会計管理者及び総務管理部長に報告しなけれ

ばならない。 

（新潟県公有財産事務取扱規則の一部改正） 

第８条 新潟県公有財産事務取扱規則（昭和48年新潟県規則第20号）の一部を次のように改正する。 
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次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という｡)に対応する同表の

改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部

分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

（用語の意義） 

第２条 この規則で次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1)・(2) （略） 

(3) 課長等 部局の所管する財産を直接事務又は

事業の用に供する各課（室その他課に準ずるも

のを含む｡)の長、地域機関（保健所、福祉事務

所、児童相談所、身体障害者更生相談所、知的

障害者更生相談所、女性福祉相談所、あかしや

寮、労働相談所及び農業普及指導センターを除

く。以下同じ｡)、出先機関及び教育機関（以下

「地域機関等」という｡)の長（支所、分所、分

館、センター、支場等の長を含む｡)、各県立学

校長（分校主任を含む｡)並びに各警察署長をい

う。 

(4)～(8) （略） 

 

（財産の所管） 

第４条 （略） 

２ 普通財産は、総務部に所管させる。ただし、知

事が総務部に所管させることを不適当と認めると

きは、関係各部局に所管させる。 

 

（財産事務の分掌） 

第５条 （略） 

２ 普通財産の取得、管理及び処分に関する事務は、

総務部長が処理しなければならない。ただし、前

条第２項ただし書の規定により関係部局に所管さ

せた普通財産を処分する事務は、当該部局長が処

理しなければならない。 

３ （略） 

 

（財産事務の総括） 

第６条 総務部長は、財産の取得、管理及び処分の

適正を期するため、財産に関する事務を総括し、

その増減、現在額及び現状を明らかにし、並びに

これらの事務について必要な調製を行わなければ

ならない。 

２ 総務部長は、前項の事務を行うため必要がある

と認めるときは、各部局長及び教育長に対し、財

産の状況に関する資料若しくは報告を求め、又は

所管換え、所属換え等必要な指示を行うことがで

きる。 

 

（財産の取得手続） 

第13条 部局長又は課長等は、行政財産又は普通財

（用語の意義） 

第２条 この規則で次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1)・(2) （略） 

(3) 課長等 部局の所管する財産を直接事務又は

事業の用に供する各課（室その他課に準ずるも

のを含む｡)の長、地域機関（保健所、福祉事務

所、児童相談所、身体障害者更生相談所、知的

障害者更生相談所、女性福祉相談所、あかしや

寮、労働相談所及び農業普及指導センターを除

く。以下同じ｡)、出先機関及び教育機関（以下

「地域機関等」という｡)の長（支所、分所、セ

ンター、支場等の長を含む｡)、各県立学校長（分

校主任を含む｡)並びに各警察署長をいう。 

 

(4)～(8) （略） 

 

（財産の所管） 

第４条 （略） 

２ 普通財産は、総務管理部に所管させる。ただし、

知事が総務管理部に所管させることを不適当と認

めるときは、関係各部局に所管させる。 

 

（財産事務の分掌） 

第５条 （略） 

２ 普通財産の取得、管理及び処分に関する事務は、

総務管理部長が処理しなければならない。ただし、

前条第２項ただし書の規定により関係部局に所管

させた普通財産を処分する事務は、当該部局長が

処理しなければならない。 

３ （略） 

 

（財産事務の総括） 

第６条 総務管理部長は、財産の取得、管理及び処

分の適正を期するため、財産に関する事務を総括

し、その増減、現在額及び現状を明らかにし、並

びにこれらの事務について必要な調製を行わなけ

ればならない。 

２ 総務管理部長は、前項の事務を行うため必要が

あると認めるときは、各部局長及び教育長に対し、

財産の状況に関する資料若しくは報告を求め、又

は所管換え、所属換え等必要な指示を行うことが

できる。 

 

（財産の取得手続） 

第13条 部局長又は課長等は、行政財産又は普通財
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産を取得しようとするときは、知事が別に定める

場合を除き、次に掲げる事項を記載した文書によ

り管財課長を経て総務部長に合議しなければなら

ない。この場合において、当該財産の性質又は取

得原因によりその記載事項の一部を省略すること

ができる。 

(1)～(9) （略） 

２ （略） 

 

（登記又は登録） 

第15条 （略） 

２ 部局長又は課長等は、前項の規定により登記又

は登録を完了したときは、登記識別情報の通知書

及び登記完了証又は登録済証書を遅滞なく総務部

長に送付しなければならない。 

 

（職員の居住禁止） 

第18条 部局長又は課長等は、当該部局の所管に係

る建物で、その用途が宿舎以外のものについては、

職員を居住させてはならない。ただし、財産の管

理又は取締り等のため特に必要があるときは、総

務部長の承認を得て職員を居住させることができ

る。 

 

（財産台帳等の備付け） 

第19条 総務部長は、別表第１に掲げる財産の区分

に従い、新潟県部制条例に規定する部及び局並び

に新潟県行政組織規則第７条第１項に規定する出

納局の所管に係る財産について、別に定めるとこ

ろにより調製した財産台帳の正本を備え付けなけ

ればならない。 

２～６ （略） 

 

（損害保険） 

第21条 （略） 

２ （略） 

３ 前項に掲げるもの以外に係る保険の事務は、別

に定めるところにより総務部長が行うものとする。 

 

 

（所在市町村交付金） 

第22条 国有資産等所在市町村交付金法（昭和31年

法律第82号）第２条及び第７条に係る事務は、別

に定めるところにより総務部長が行うものとする。 

 

 

（行政財産の用途廃止又は変更） 

第23条 部局長は、行政財産の用途を廃止し、又は

変更しようとするときは、次に掲げる事項を記載

した文書により管財課長を経て総務部長に合議し

なければならない。ただし、知事が別に定める場

産を取得しようとするときは、知事が別に定める

場合を除き、次に掲げる事項を記載した文書によ

り管財課長を経て総務管理部長に合議しなければ

ならない。この場合において、当該財産の性質又

は取得原因によりその記載事項の一部を省略する

ことができる。 

(1)～(9) （略） 

２ （略） 

 

（登記又は登録） 

第15条 （略） 

２ 部局長又は課長等は、前項の規定により登記又

は登録を完了したときは、登記識別情報の通知書

及び登記完了証又は登録済証書を遅滞なく総務管

理部長に送付しなければならない。 

 

（職員の居住禁止） 

第18条 部局長又は課長等は、当該部局の所管に係

る建物で、その用途が宿舎以外のものについては、

職員を居住させてはならない。ただし、財産の管

理又は取締り等のため特に必要があるときは、総

務管理部長の承認を得て職員を居住させることが

できる。 

 

（財産台帳等の備付け） 

第19条 総務管理部長は、別表第１に掲げる財産の

区分に従い、新潟県部制条例に規定する部及び局

並びに新潟県行政組織規則第７条第１項に規定す

る出納局の所管に係る財産について、別に定める

ところにより調製した財産台帳の正本を備え付け

なければならない。 

２～６ （略） 

 

（損害保険） 

第21条 （略） 

２ （略） 

３ 前項に掲げるもの以外に係る保険の事務は、別

に定めるところにより総務管理部長が行うものと

する。 

 

（所在市町村交付金） 

第22条 国有資産等所在市町村交付金法（昭和31年

法律第82号）第２条及び第７条に係る事務は、別

に定めるところにより総務管理部長が行うものと

する。 

 

（行政財産の用途廃止又は変更） 

第23条 部局長は、行政財産の用途を廃止し、又は

変更しようとするときは、次に掲げる事項を記載

した文書により管財課長を経て総務管理部長に合

議しなければならない。ただし、知事が別に定め
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合は、この限りでない。 

(1)～(4) （略） 

２ 部局長は、前項の規定により行政財産の用途を

廃止したときは、財産引継書を調製し、直ちにこ

れを総務部長に引き継がなければならない。ただ

し、第４条第２項ただし書の規定により関係部局

に所管させることとした財産は、この限りでない。 

 

 

（財産の所管換え及び所属換え） 

第24条 （略） 

２ 前項の規定により財産所管換え依頼書を受理し

た部局長は、次に掲げる事項を記載した文書によ

り管財課長を経て総務部長に合議しなければなら

ない。ただし、知事が別に定める場合は、この限

りでない。 

(1)～(4) （略） 

３・４ （略） 

 

（財産台帳等の変更報告） 

第25条 部局長は、その所管に係る財産について、

財産台帳、使用許可台帳又は貸付台帳の記載事項

に変更（第20条第２項の評価替えに伴う変更を除

く｡)があつたときは、別に定めるところにより総

務部長に報告しなければならない。 

 

（損害報告） 

第28条 課長等は、その所属に係る財産が滅失し、

又は損傷したときは、直ちに次に掲げる事項を記

載した文書により主管部局長を経て総務部長に報

告しなければならない。 

(1)～(7) （略） 

２ 総務部長は、前項の報告書を受理したときは、

滅失又は損傷した財産についての処置及び管理状

況に関する意見等を付けて、知事に報告しなけれ

ばならない。ただし、損害が軽微と認められるも

のについては、この限りでない。 

 

（地上権又は地役権の設定手続） 

第29条の５ （略） 

２ 部局長は、当該部局が所管する土地に地上権又

は地役権を設定しようとするときは、第35条第２

項各号に掲げる事項のほか地上権又は地役権を設

定しようとする土地の区域及び地上権を設定しよ

うとする土地の地下又は空間の上下の範囲を記載

した文書に契約書案を添えて、管財課長を経て総

務部長に合議しなければならない。 

３ （略） 

 

（許可手続） 

第32条 （略） 

る場合は、この限りでない。 

(1)～(4) （略） 

２ 部局長は、前項の規定により行政財産の用途を

廃止したときは、財産引継書を調製し、直ちにこ

れを総務管理部長に引き継がなければならない。

ただし、第４条第２項ただし書の規定により関係

部局に所管させることとした財産は、この限りで

ない。 

 

（財産の所管換え及び所属換え） 

第24条 （略） 

２ 前項の規定により財産所管換え依頼書を受理し

た部局長は、次に掲げる事項を記載した文書によ

り管財課長を経て総務管理部長に合議しなければ

ならない。ただし、知事が別に定める場合は、こ

の限りでない。 

(1)～(4) （略） 

３・４ （略） 

 

（財産台帳等の変更報告） 

第25条 部局長は、その所管に係る財産について、

財産台帳、使用許可台帳又は貸付台帳の記載事項

に変更（第20条第２項の評価替えに伴う変更を除

く｡)があつたときは、別に定めるところにより総

務管理部長に報告しなければならない。 

 

（損害報告） 

第28条 課長等は、その所属に係る財産が滅失し、

又は損傷したときは、直ちに次に掲げる事項を記

載した文書により主管部局長を経て総務管理部長

に報告しなければならない。 

(1)～(7) （略） 

２ 総務管理部長は、前項の報告書を受理したとき

は、滅失又は損傷した財産についての処置及び管

理状況に関する意見等を付けて、知事に報告しな

ければならない。ただし、損害が軽微と認められ

るものについては、この限りでない。 

 

（地上権又は地役権の設定手続） 

第29条の５ （略） 

２ 部局長は、当該部局が所管する土地に地上権又

は地役権を設定しようとするときは、第35条第２

項各号に掲げる事項のほか地上権又は地役権を設

定しようとする土地の区域及び地上権を設定しよ

うとする土地の地下又は空間の上下の範囲を記載

した文書に契約書案を添えて、管財課長を経て総

務管理部長に合議しなければならない。 

３ （略） 

 

（許可手続） 

第32条 （略） 
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２ 部局長は、その所管に係る行政財産の使用許可

をしようとする場合で、次の事由に該当するとき

は、管財課長を経て総務部長に合議しなければな

らない。ただし、知事が別に定める場合は、この

限りでない。 

(1)～(4) （略） 

３・４ （略） 

 

（貸付手続） 

第35条 （略） 

２ 部局長は、当該部局が所管する普通財産を貸し

付けようとするときは、次に掲げる事項を記載し

た文書に契約書案を添えて、管財課長を経て総務

部長に合議しなければならない。ただし、知事が

別に定める場合は、この限りでない。 

(1)～(8) （略） 

３ （略） 

 

（貸付財産の現状変更の承認） 

第39条 （略） 

２ 部局長は、貸付財産の現状変更を承認しようと

するときは、管財課長を経て総務部長に合議しな

ければならない。ただし、知事が別に定める場合

は、この限りでない。 

 

（不正使用に対する措置） 

第41条 （略） 

２ 前項の使用又は収益により生じた損害の賠償を

求めようとするときは、次に掲げる事項を記載し

た文書により管財課長を経て総務部長に合議しな

ければならない。 

(1)～(7) （略） 

 

（交換） 

第42条 部局長は、普通財産を交換しようとすると

きは、次に掲げる事項を記載した文書により管財

課長を経て総務部長に合議しなければならない。 

 

(1)～(8) （略） 

２ （略） 

 

（譲与又は譲渡手続） 

第44条 部局長は、普通財産を譲与し、又は譲渡し

ようとするときは、知事が別に定める場合を除き、

次に掲げる事項を記載した文書により管財課長を

経て総務部長に合議しなければならない。この場

合において、当該財産の性質又は契約の内容によ

りその記載事項の一部を省略することができる。 

 

(1)～(8) （略） 

２ （略） 

２ 部局長は、その所管に係る行政財産の使用許可

をしようとする場合で、次の事由に該当するとき

は、管財課長を経て総務管理部長に合議しなけれ

ばならない。ただし、知事が別に定める場合は、

この限りでない。 

(1)～(4) （略） 

３・４ （略） 

 

（貸付手続） 

第35条 （略） 

２ 部局長は、当該部局が所管する普通財産を貸し

付けようとするときは、次に掲げる事項を記載し

た文書に契約書案を添えて、管財課長を経て総務

管理部長に合議しなければならない。ただし、知

事が別に定める場合は、この限りでない。 

(1)～(8) （略） 

３ （略） 

 

（貸付財産の現状変更の承認） 

第39条 （略） 

２ 部局長は、貸付財産の現状変更を承認しようと

するときは、管財課長を経て総務管理部長に合議

しなければならない。ただし、知事が別に定める

場合は、この限りでない。 

 

（不正使用に対する措置） 

第41条 （略） 

２ 前項の使用又は収益により生じた損害の賠償を

求めようとするときは、次に掲げる事項を記載し

た文書により管財課長を経て総務管理部長に合議

しなければならない。 

(1)～(7) （略） 

 

（交換） 

第42条 部局長は、普通財産を交換しようとすると

きは、次に掲げる事項を記載した文書により管財

課長を経て総務管理部長に合議しなければならな

い。 

(1)～(8) （略） 

２ （略） 

 

（譲与又は譲渡手続） 

第44条 部局長は、普通財産を譲与し、又は譲渡し

ようとするときは、知事が別に定める場合を除き、

次に掲げる事項を記載した文書により管財課長を

経て総務管理部長に合議しなければならない。こ

の場合において、当該財産の性質又は契約の内容

によりその記載事項の一部を省略することができ

る。 

(1)～(8) （略） 

２ （略） 
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（財産の取壊し） 

第47条 部局長は、普通財産を取り壊そうとすると

きは、次に掲げる事項を記載した文書に関係図面

を添えて管財課長を経て総務部長に合議しなけれ

ばならない。ただし、知事が別に定める場合は、

この限りでない。 

(1)～(6) （略） 

 

（財産の取壊し） 

第47条 部局長は、普通財産を取り壊そうとすると

きは、次に掲げる事項を記載した文書に関係図面

を添えて管財課長を経て総務管理部長に合議しな

ければならない。ただし、知事が別に定める場合

は、この限りでない。 

(1)～(6) （略） 

（新潟県宿舎管理規則の一部改正） 

第９条 新潟県宿舎管理規則（昭和48年新潟県規則第21号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という｡)に対応する同表の

改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部

分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

（宿舎の種類） 

第３条 宿舎を分けて、次の２種類とする。 

(1) 公舎 議会議長、知事、副知事並びに部局長

（これらに相当する職を含む｡)、本庁の課長、

地域機関の長（保健所長、福祉事務所長、児童

相談所長、身体障害者更生相談所長、知的障害

者更生相談所長、女性福祉相談所長、あかしや

寮長、労働相談所長及び農業普及指導センター

所長を除く。以下同じ｡)、地域振興局の部長及

び所長（児童・障害者相談センター所長、新潟

港湾事務所長、津川地区振興事務所長、妙高砂

防事務所長及び直江津港湾事務所長に限る。以

下同じ｡)、出先機関の長、教育機関の長、県立

学校長、警察署長並びに別に定める者の居住の

用に供する宿舎 

(2) （略） 

２ 前項の宿舎の種類を変更しようとする場合は、

総務部長の承認を得なければならない。 

 

（事務の総括） 

第４条 宿舎に関する事務の総括は、総務部長が行

うものとする。 

 

（宿舎管理者） 

第５条 宿舎管理に関する事務は、総務部長又は本

庁の課長、地域機関の長、地域振興局の部長（長

岡地域振興局地域整備部にあつては与板維持管理

事務所長、佐渡地域振興局農林水産振興部にあつ

ては副部長）若しくは所長、出先機関の長、教育

機関の長、県立学校長若しくは警察署長（以下「宿

舎管理者」という｡)が行う。 

 

（貸付料の額） 

第11条 貸付料は、月額とし、宿舎の標準的な建設

費用の償却額、修繕費、地代及び火災保険料に相

当する金額を基礎とし、かつ、建築経過期間、立

（宿舎の種類） 

第３条 宿舎を分けて、次の２種類とする。 

(1) 公舎 議会議長、知事、副知事並びに部局長

（これらに相当する職を含む｡)、本庁の課長、

地域機関の長（保健所長、福祉事務所長、児童

相談所長、身体障害者更生相談所長、知的障害

者更生相談所長、女性福祉相談所長、あかしや

寮長、労働相談所長及び農業普及指導センター

所長を除く。以下同じ｡)、地域振興局の部長及

び所長（新潟港湾事務所長、津川地区振興事務

所長、妙高砂防事務所長及び直江津港湾事務所

長に限る。以下同じ｡)、出先機関の長、教育機

関の長、県立学校長、警察署長並びに別に定め

る者の居住の用に供する宿舎 

 

(2) （略） 

２ 前項の宿舎の種類を変更しようとする場合は、

総務管理部長の承認を得なければならない。 

 

（事務の総括） 

第４条 宿舎に関する事務の総括は、総務管理部長

が行うものとする。 

 

（宿舎管理者） 

第５条 宿舎管理に関する事務は、総務管理部長又

は本庁の課長、地域機関の長、地域振興局の部長

（長岡地域振興局地域整備部にあつては与板維持

管理事務所長、佐渡地域振興局農林水産振興部に

あつては副部長）若しくは所長、出先機関の長、

教育機関の長、県立学校長若しくは警察署長（以

下「宿舎管理者」という｡)が行う。 

 

（貸付料の額） 

第11条 貸付料は、月額とし、宿舎の標準的な建設

費用の償却額、修繕費、地代及び火災保険料に相

当する金額を基礎とし、かつ、建築経過期間、立
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地条件その他の事情を考慮して別に定める算定方

法により、各宿舎につきその宿舎管理者が総務部

長又は事務取扱規則第７条第２項に規定する補助

執行者の承認を得て定める。 

２ （略） 

 

（入居者の費用負担） 

第18条 次に掲げる費用は、入居者の負担とする。

ただし、総務部長が必要と認めるときは、その費

用の一部を県が負担することができる。 

(1)～(5) （略） 

地条件その他の事情を考慮して別に定める算定方

法により、各宿舎につきその宿舎管理者が総務管

理部長又は事務取扱規則第７条第２項に規定する

補助執行者の承認を得て定める。 

２ （略） 

 

（入居者の費用負担） 

第18条 次に掲げる費用は、入居者の負担とする。

ただし、総務管理部長が必要と認めるときは、そ

の費用の一部を県が負担することができる。 

(1)～(5) （略） 

（新潟県庁舎等管理規則の一部改正） 

第10条 新潟県庁舎等管理規則（昭和52年新潟県規則第３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（庁舎管理者） 

第２条 庁舎等に庁舎管理者を置き、本庁が設置さ

れている庁舎等のうち警察庁舎及び別に定めるそ

の敷地（以下「警察庁舎等」という｡)を除く庁舎

等においては総務部長を、警察庁舎等においては

警察本部長を、２以上の地域機関（保健所、福祉

事務所、児童相談所、身体障害者更生相談所、知

的障害者更生相談所、女性福祉相談所、あかしや

寮、労働相談所及び農業普及指導センターを除き、

分所等を含む。以下同じ｡)が設置されている庁舎

等においては庁舎管理事務を分掌している地域機

関の長を、その他の地域機関の庁舎等においては

当該地域機関の長をもつてこれに充てる。ただし、

地域振興局が設置されている庁舎等にあつては、

庁舎管理事務を分掌している部長（長岡地域振興

局地域整備部与板維持管理事務所又は小千谷維持

管理事務所が設置されている庁舎にあつては維持

管理事務所長、上越地域振興局農林振興部上越東

農林事務所が設置されている庁舎にあつては農林

事務所長、佐渡地域振興局農林水産振興部農地庶

務課若しくは漁政課又は地域整備部港湾空港業務

課が設置されている庁舎にあつては副部長）又は

所長をもつてこれに充てる。 

２・３ （略） 

（庁舎管理者） 

第２条 庁舎等に庁舎管理者を置き、本庁が設置さ

れている庁舎等のうち警察庁舎及び別に定めるそ

の敷地（以下「警察庁舎等」という｡)を除く庁舎

等においては総務管理部長を、警察庁舎等におい

ては警察本部長を、２以上の地域機関（保健所、

福祉事務所、児童相談所、身体障害者更生相談所、

知的障害者更生相談所、女性福祉相談所、あかし

や寮、労働相談所及び農業普及指導センターを除

き、分所等を含む。以下同じ｡)が設置されている

庁舎等においては庁舎管理事務を分掌している地

域機関の長を、その他の地域機関の庁舎等におい

ては当該地域機関の長をもつてこれに充てる。た

だし、地域振興局が設置されている庁舎等にあつ

ては、庁舎管理事務を分掌している部長（長岡地

域振興局地域整備部与板維持管理事務所又は小千

谷維持管理事務所が設置されている庁舎にあつて

は維持管理事務所長、上越地域振興局農林振興部

上越東農林事務所が設置されている庁舎にあつて

は農林事務所長、佐渡地域振興局農林水産振興部

農地庶務課若しくは漁政課又は地域整備部業務課

が設置されている庁舎にあつては副部長）又は所

長をもつてこれに充てる。 

２・３ （略） 

（新潟県消費者苦情処理委員会規則の一部改正） 

第11条 新潟県消費者苦情処理委員会規則（昭和53年新潟県規則第13号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、総務部県民生活課におい

て処理する。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、県民生活・環境部県民生

活課において処理する。 

（新潟県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例施行規則の一部改正） 

第12条 新潟県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例施行規則（昭和60年新潟県規則第73号）の一部を次のよ

うに改正する。 
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次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（登録簿の謄本の交付等） 

第７条 （略） 

２ 前項の閲覧は、新潟県環境局資源循環推進課内

に置く閲覧所において行わせるものとする。 

 

３ （略） 

（登録簿の謄本の交付等） 

第７条 （略） 

２ 前項の閲覧は、新潟県県民生活・環境部廃棄物

対策課内に置く閲覧所において行わせるものとす

る。 

３ （略） 

（新潟県情報公開審査会規則の一部改正） 

第13条 新潟県情報公開審査会規則（平成７年新潟県規則第70号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（庶務） 

第５条 審査会の庶務は、総務部法務文書課におい

て行う。 

（庶務） 

第５条 審査会の庶務は、総務管理部法務文書課に

おいて行う。 

（新潟県個人情報保護審査会規則の一部改正） 

第14条 新潟県個人情報保護審査会規則（平成10年新潟県規則第61号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（庶務） 

第５条 審査会の庶務は、総務部法務文書課におい

て行う。 

（庶務） 

第５条 審査会の庶務は、総務管理部法務文書課に

おいて行う。 

（新潟県特定非営利活動促進法施行条例施行規則の一部改正） 

第15条 新潟県特定非営利活動促進法施行条例施行規則（平成10年新潟県規則第65号）の一部を次のように改正

する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（縦覧の場所） 

第３条 法第10条第２項（法第25条第５項及び第34

条第５項において準用する場合を含む｡)に規定す

る縦覧の場所は、総務部県民生活課とする。 

 

 

 

 

（事業報告書等の閲覧又は謄写の場所） 

第８条 条例第５条第１項の規則で定める場所は、

総務部県民生活課とする。 

（縦覧の場所） 

第３条 法第10条第２項（法第25条第５項及び第34

条第５項において準用する場合を含む｡)に規定す

る縦覧の場所は、県民生活・環境部県民生活課及

び新潟県行政組織規則（昭和35年新潟県規則第８

号）第３章に規定する地域機関（以下「地域機関」

という｡)であって、知事が指定したものとする。 

 

（事業報告書等の閲覧又は謄写の場所） 

第８条 条例第５条第１項の規則で定める場所は、

県民生活・環境部県民生活課及び知事が指定した

地域機関とする。 

（新潟県環境影響評価審査会規則の一部改正） 

第16条 新潟県環境影響評価審査会規則（平成11年新潟県規則第89号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（庶務） 

第５条 審査会の庶務は、環境局環境政策課におい

て行う。 

（庶務） 

第５条 審査会の庶務は、環境生活部環境企画課に

おいて行う。 

（新潟県スポーツ推進審議会規則の一部改正） 

第17条 新潟県スポーツ推進審議会規則（平成30年新潟県規則第３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 
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改 正 後 改 正 前 

（庶務） 

第４条 審議会の庶務は、観光文化スポーツ部スポ

ーツ課において行う。 

（庶務） 

第４条 審議会の庶務は、県民生活・環境部スポー

ツ課において行う。 

（新潟県公文書の管理に関する条例施行規則の一部改正） 

第18条 新潟県公文書の管理に関する条例施行規則（令和２年新潟県規則第27号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)を当該改正部分に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

（保存場所等） 

第３条 知事は、特定歴史公文書を総務部法務文書

課歴史公文書室において保存するものとする。 

２～４ （略） 

 

（目録の作成及び公表） 

第４条 （略） 

２ 知事は、条例第11条第４項の目録について、総

務部法務文書課歴史公文書室に備えて一般の閲覧

に供する方法により公表しなければならない。 

（保存場所等） 

第３条 知事は、特定歴史公文書を総務管理部法務

文書課歴史公文書室において保存するものとする。 

２～４ （略） 

 

（目録の作成及び公表） 

第４条 （略） 

２ 知事は、条例第11条第４項の目録について、総

務管理部法務文書課歴史公文書室に備えて一般の

閲覧に供する方法により公表しなければならない。 

附 則 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

 


